
令和 2 年度全国国民健康保険診療施設協議会事業計画 

 

全国国民健康保険診療施設協議会（略称「国診協」）は、国民健康保険法に基づいて設置される国

民健康保険診療施設（国保直診）の管理者たる医師・歯科医師を会員とし、国保直診が多く立地し

ている中山間地域・へき地・離島における保健・医療・介護・福祉の連携統合を図り、超高齢社会

に対応する地域包括医療・ケアの充実強化と地域包括ケアシステムの構築を目的として、全国国保

地域医療学会を開催するほか、種々の事業を積極的に実施しているところである。 

国においては、世界一の超高齢社会を背景に持続可能な社会保障制度の確立を図ることを目的と

した社会保障・税一体改革の推進のため、平成 24年 8月に社会保障制度改革推進法を成立させ、そ

れに基づいて、平成 25年 8月に社会保障制度改革国民会議より最終報告書が提出された。そして同

年 12月に「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（いわゆるプログ

ラム法）」を成立させた。 

この法律に基づく措置として、平成 26年 6月 25日に 19本の個別法からなる一括法として「地域

における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律(医療介護

総合確保推進法)」が公布された。その概要は 1.新たな基金の創設と医療・介護の連携強化、2.地

域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保、3.地域包括ケアシステムの構築と費用負担の

公平化などである。今回の法律改正で地域包括ケアシステムが規定されたことは、世界一の超高齢

社会の日本ではこのシステムが必要不可欠であるということを示している。 

国保直診では昭和 40年代後半から先進的に地域包括医療・ケアの推進に取り組み、在宅医療を含

む地域医療を支えてきた。国診協が昭和 59年に「地域包括医療・ケア」の理念を明文化し、全国的

に展開してきたことが最も先進的であることの証である。このことは国保直診の誇りであると共に、

フロントランナーとしてさらに質の高い地域包括医療・ケアの推進を率先垂範していく使命がある

といえる。  

第 6次医療法改正（平成 26年 10月施行）では、病床機能報告制度と地域医療構想の策定が柱と

なっていたが、第 7 次医療法改正（平成 27 年 9 月公布）では「医療法人制度の見直し」（平成 28

年 9月施行）と「地域医療連携推進法人制度の創設等」（平成 29年 4月施行）の 2つが大きな柱と

なっている。国保直診の立場から地域の医療ニーズを踏まえた地域医療構想等の実現に向けた取り

組みを進めていく。  

「医療法及び医師法の一部を改正する法律」(平成 30年 7月 25日公布、平成 31年 4月から順次

施行)では、地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、都道府

県の医療計画における医師の確保に関する事項の策定、臨床研修病院の指定権限及び研修医定員の

決定権限の都道府県への移譲等の措置が講じられることなっている。その具体的進捗状況を注視し

ていく必要がある。 

医療保険制度改革については、必要な法律(持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保

険法等の一部を改正する法律)が平成 27年 5月 27日に成立し、順次公布されており、国保に対する

公費による財政支援の拡充(平成 27年度から)、平成 30年度から都道府県が財政運営の責任主体と

なり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保運営に中心的な役割を担い、制度の安定化

を図るなどの措置が講じられ、これまで国保直診が自治体の長とともに地域住民の予防保健・健康

づくり事業を展開してきたが、それらの事業は新たに創設された保険者支援事業として新しい国保

制度に受け継がれ、国保直診の益々の活躍が期待されている。 

診療報酬改定については、令和 2年 4月の診療報酬改定を受けて、会員施設の経営状況等影響調

査を踏まえ、令和 4年度改定に向けて国に対して要望していく。 



また、国により示された新たな公立病院改革ガイドライン、医師確保対策、総合診療専門医の詳

細な制度設計及び働き方改革実行計画(平成 29年 3月 28日働き方改革実現会議決定)に基づき設置

された「医師の働き方改革に関する検討会」の検討に関する具体的提言等の実施、会員拡大等、さ

まざまな課題に対応していくこととしている。 

 更に、医療資源が限られた地域（医療従事者の確保等が困難で医療機関が少なく自己完結型の医

療を提供している地域）への対応については、地域包括医療・ケアの充実への要望とともに中山間

地域等医療資源不足に悩む我々国保直診に対する支援を引き続き強く要望していくこととする。 

  特に、令和元年 9月 26日に厚生労働省が地域医療構想の実現に向け、公立・公的医療機関等の具

体的対応方針の「再検証」を要請する病院名を公表(本会会員施設の半数が対象とされた)するなど

の進め方に対して直ちに意見を提出したが、引き続き、国の対応について注視していくとともに必

要な対応をしていくこととする。 

このような情勢を踏まえ、国診協においては国保直診ヒューマンプランの基本理念のもと、急速

な高齢化の進行も視野に入れた新しい時代における国保直診の役割、機能を確立し、医師・メディ

カルスタッフの確保等その基盤強化を図るための事業を実施することが最大の課題である。あわせ

て、国診協として、既存の医師派遣システム支援の補完を目的とした医師の短期派遣支援の取組み

及び消費税増税等による国診協の財政基盤への影響等に留意した一層の効率的な事業運営並びに経

費の見直し等についても、引き続き取り組んでいくこととする。このため、国、国民健康保険中央

会、都道府県国民健康保険団体連合会、平成 29年 9月に設立した地域医療を守る病院協議会構成団

体、その他関係団体と緊密な連携を図りながら、次の事業を実施するものとする。 

 

１．重点事業 

(1) 組織体制の強化 

国保直診の運営・事業活動の強化及び新公立病院改革プラン等へ対応するため、都道府県

国保直診開設者（市町村長）協議会との連携強化、都道府県協議会並びにブロック組織の活

動強化を図るとともに会員施設と国診協との連携、情報交換を密接にする等により組織の強

化、活性化を図る。 

(2)  地域包括医療・ケアの推進 

① 国保直診を拠点とする地域包括医療・ケアの普及推進に資するため、地域の関係機関と

の連携を密にしつつ、国保直診及び国保総合保健施設による特定健診・特定保健指導等を

中心とする保健事業、介護・福祉事業への取り組みを強化する。 

②  地域包括医療・ケアを実践する施設及び医師、歯科医師並びにその他の専門職員(保健・

医療・介護及び福祉業務に従事する専門職種職員)を対象とする地域包括医療・ケア認定制

度の普及を図る。 

③  地域包括ケアシステムの構築のためには、行政や住民との連携が必要で、そのために国

診協の開設者委員会との連携を密にする。   

(3)  医療と介護の一体改革(第 7次医療法等の改正)への適切な対応 

医療と介護の一体改革については、順次関係法律が施行されており、改正の動向に注視す

るとともに適切な対応をしていくこととする。これまで地域包括医療・ケアの推進及び地域

包括ケアシステムの構築に関して、医療関係者の間には介護と福祉の問題である、との認識

が強く、医療と介護の連携が不充分であった。今回の改正に地域包括ケアシステムの構築の

ために医療と介護の連携が必要であることが明確に謳われたことにより、従前より保健・医

療・介護・福祉の連携、統合を理念として取り組んできた国診協・国保直診としては、今回



の法改正を絶好の機会としてとらえ、従前にも増して取り組みを強化していくこととする。 

また、医師の地域間、診療科間の偏在については、国診協として従前より国に対して是正

要望を提出してきているところであるが、実現までに至っていないので、引き続き、国に対

して強く是正を求めていく。 

更に、特定行為に係る看護師の研修制度の創設、診療放射線技師・臨床検査技師の業務範

囲の見直しについては、国診協・国保直診としてもこの制度を活用し、人材育成に努めてい

く。 

◇医療と介護の一体改革の主な内容（厚労省資料より引用） 

   1  新たな基金の創設と医療・介護の連携強化(医療介護総合確保促進法関係) 

    ① 都道府県の事業計画に記載した医療・介護の事業(病床の機能分化・連携、在宅医療・

介護の推進等)のため、消費税増収分を活用した新たな基金を都道府県に設置 

    ② 医療と介護の連携を強化するため、厚生労働大臣が基本的な方針を策定 

   2  地域における効率的かつ効果的な医療提供体制の確保(医療法関係) 

    ① 医療機関が都道府県知事に病床の医療機能(高度急性期、急性期、回復期、慢性期)等

を報告し、都道府県は、それをもとに地域医療構想(ビジョン) (地域の医療提供体制の

将来のあるべき姿)を医療計画において策定 

     ②  医師確保支援を行う地域医療支援センターの機能を法律に位置付け 

   3  地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化(介護保険法関係) 

    ① 在宅医療・介護連携の推進などの地域支援事業の充実とあわせ、予防給付(訪問介護・

通所介護)を地域支援事業に移行し、多様化   

※地域支援事業：介護保険財源で市町村が取り組む事業 

    ② 特別養護老人ホームについて、在宅での生活が困難な中重度の要介護者を支える機能

に重点化 

    ③ 低所得者の保険料軽減を拡充 

    ④ 一定以上の所得のある利用者の自己負担を 2割へ引き上げ(ただし、一般の世帯の月額

上限は据え置き) 

    ⑤ 低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加 

   4  その他 

    ① 診療の補助のうちの特定行為を明確化し、それを手順書により行う看護師の研修制度

を新設 

    ② 医療事故に係る調査の仕組みを位置づけ 

     ③ 医療法人社団と医療法人財団の合併、持分なし医療法人への移行促進策を措置 

    ④ 介護人材確保対策の検討(介護福祉士の資格取得方法見直しの施行時期を 27年度から

28年度に延期) 

 (4) 国民健康保険制度の見直し等への適切な対応 

     前述したとおり、平成 27年 5月 27日に成立した国民健康保険法等改正法については、順 

次公布されており、国保に対する公費による財政支援の拡充(平成 27年度から)、平成 30年 

度から都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の 

国保運営に中心的な役割を担い、制度の安定化を図るなどの措置が講じられ、国保直診の益々 

の活躍が期待されている。 

(5) 新公立病院改革プランへの対応 

平成 21年度から「公立病院改革プラン」が実施されたところである。医師・看護師等の地



域偏在でプラン実現に困難をきたしている中、国から平成 27 年 3 月 31 日に示された新たな

公立病院改革ガイドラインに沿った改革プラン策定が求められた。地域医療構想を踏まえた

役割を盛り込んだプランが策定されているところであるが、新たに策定された改革プランの

実現に向けた取り組みを行っていく。 

(6) 地域医療構想の進め方に対する対応 

      前述したとおり、厚生労働省は、令和元年 9月 26日に地域医療構想の実現に向け、公立・

公的医療機関等の具体的対応方針の「再検証」を要請する 424(その後 440程度に修正)の病院

名を公表した。そのうち、自治体立病院でもある本会会員施設が126病院(全278病院の44.6%)

含まれていた。承知のとおり本会会員施設の多くは中山間地域・へき地・離島における保健・

医療・介護・福祉の連携統合を諮り、超高齢社会に対応する地域包括医療・ケアの充実強化と

地域包括ケアシステムの構築を目的として、それぞれの地域において在宅医療を含む地域医療

を支えているとともに、民間では困難な不採算部門の医療を担っている。 

今般の公立・公的病院等だけを対象とした再編統合を進めることは地域医療の崩壊にも繋

がることから、国に対して「地域医療構想の推進は必要なことであり、本会会員施設におい

ても一層の経営改善と機能分化を進める必要性は認識しているが、地域により公立・公的病

院の果たす役割は異なることから、今回の全国一律の基準による機械的に分析したデータだ

けで再編統合を推進することは適切とは言い難く、地域の病院がなくなれば住民生活に深刻

な影響が出ることや現在勤務している職員に多大な不安を与えることとなり、開設者(首長)

及び管理者(院長等)からも厚労省の進め方に対し、厳しい意見が提出されており、慎重に進

めることを強く求め、更に、民間病院の診療実績データの分析結果の公表、再編統合する病

院への財政支援の拡充、あわせて深刻な医師不足への対策強化などを求める。」との意見を提

出した(令和元年 10月 16日厚生労働省医政局長あて提出)。今後の動向に注視していく。 

(7) 令和 4年度診療報酬改定に向けての国への要望の検討 

前述したとおり、診療報酬改定については、平成 30年 4月の改定を受けて、国に対して具

体的な要望を行ったところであり、同様に令和 2 年 4 月の診療報酬改定についても、会員施

設の経営状況等影響調査を踏まえ、国に対して要望していく。 

(8) 医師・医療スタッフの確保対策に関する国への要望及び関係団体との連携 

       医師・医療スタッフの確保について、引き続き関係団体とも連携しながら国に対して要望し

ていく。 

(9) 総合診療専門医制度設計に向けた具体的な実施方策の提言等 

       地域包括医療・ケアの一層の実践向上のため、厚生労働省の「専門医の在り方に関する検討

会報告(平成 25年 4月)」において導入されることとなった｢総合診療専門医制度｣の実施につ

いては、国診協として具体的な実施方策等について関係団体とも連携しながら中立的第三者機

関である日本専門医機構に対し提言を行い、国に対しても国保直診が総合診療専門医研修施設

として質の高い研修を提供するための環境整備等につき支援を要望している。 

       国保直診はこれまで地域において総合診療を実践し、総合医を育成してきた実績があり、地

域包括医療・ケア認定医が新たな制度発足時において暫定的な指導医となり講習会受講後には

特任指導医として地域包括医療・ケアの核となる総合診療専門医を育成する責務がある。 

       一方、具体的な制度運営の検討を進めている日本専門医機構において、国診協も関連委員会

に委員が参加し、専門医制度整備指針等の改定をはじめ総合診療専門医のあり方等について、

積極的に提言を発信しているところであり、引き続き、関係団体とも連携して適切に対処して

いくこととしている。 



(10) 医師の働き方改革への対応 

    前述したとおり、医師の働き方改革をめぐっては、その特殊性から、厚生労働省内に「医

師の働き方改革に関する検討会」が設けられ、平成 29年 8月から検討が行われ、平成 30年 2

月に中間的整理、緊急的対策がまとめられた。一方、日本医師会「医師の働き方検討委員会」

答申等をもとに、医師の働き方改革について医療界の意見を集約し、厚生労働省に提言する

ことを目的として設立された「医師の働き方検討会議」により平成 30年 7月 9日「医師の働

き方改革に関する意見書」が取りまとめられ、報告された。「医師の働き方改革に関する検討

会」、「医師の働き方検討委員会」、「医師の働き方検討会議」の今後の動向、具体的な検討状

況に着目し、必要に応じて地域医療を守る病院協議会の一員として国への提言等を行ってい

くこととしている。 

(11) 医師・歯科医師臨床研修制度への適切な対応 

       平成 27年度に更なる研修の質の向上、地域医療の安定的確保等の観点から見直しが実施さ

れた医師・歯科医師臨床研修制度において、国保直診が研修施設として地域包括医療・ケアを

実践できる医師・歯科医師の養成に積極的に参画するよう｢地域医療｣に関する指導医の養成等

の支援活動を充実するとともに必要に応じて国へ要望していく。 

(12) 会員施設における経営合理化、安定化の推進 

      会員施設におけるオ―ダリングシステム、電子カルテ等による事務の効率化及び医師等の

人材確保を推進するため、国保特別調整交付金の活用等、会員施設の経営の安定化を図って

いく。 

(13) 全国学会、研究、研修事業の充実 

      全国国保地域医療学会、地域医療現地研究会、地域包括医療・ケア研修会及び各種研究、

研修事業を充実する。 

(14) 国診協としての医師短期派遣の支援の実施 

既存の人材派遣システムにおいても支援(短期)が受けられない国保直診会員施 設に対し

て、同一県内（近隣県またはブロック内も含む）の国保直診病院の支援について推進していく。  

(15) 国保直診に関する広報の充実及び会員拡大対策の実施 

 国保補助金制度の内容、国保直診となるための手続き等について周知するとともに、地域

包括医療・ケア認定制度の周知並びに「総合診療専門医」の育成に向けての対応状況等につ

いて会員への周知、広報等の充実強化を図っていく。 

  また、国保直診への未加入状況等を把握し、加入勧奨の促進を図っていく。 

(16) 国保直診データベースの充実 

国保直診活動の情報発信ツールとして、国保直診によるデータ入力の協力を得ながらデー

タベースの整備を進め、国保直診活動の推進等に活用していく。 

(17) 安定的財政基盤確立に向けての検討  

       消費税増税等により影響を受けた国診協の財政基盤確立のために、引き続き、効率的な事業

運営と経費見直しを実施していくとともに会費負担のあり方についても検討していく。                                   

 

２．諸会議の開催 

(1) 総会、理事会、監事会の開催 

(2) 執行役員会、各委員会・部会の開催 

  各会議・委員会等の目的、役割を十分果たすため、テレビ会議システム(平成 28年度後期 

に導入)を有効に活用するなど、積極的かつ効率的な開催に努める。 



   (3) 都道府県国保直診開設者協議会会長会議の開催 

(4) 都道府県協議会会長・協議会設置都道府県国保連合会事務局長合同会議の開催 

３．主要事業 

(1) 学会・研修会・研究会の開催 

① 第 60回全国国保地域医療学会 

○ 開催期日  令和 2年 9月 25日（金）・26日（土） 

○ 開 催 地  北海道札幌市(札幌市民交流プラザ、札幌グランドホテル)  

○ メインテーマ「未来へつなげよう地域包括ケアの輪」 

～北の大地から新たな時代に挑もう！～ 

② 第 34回地域医療現地研究会 

○ 開催期日  令和 2年 5月 15日（金）・16日（土） 

○ 開 催 地  福島県福島市、国見町、桑折町 

○ メインテーマ「桃源郷ふくしまで実践する地域包括医療の新たな連携」 

～震災・復興・絆、そして未来へ～ 

③ 地域包括医療・ケア研修会(令和 2年度) 

○ 開催期日  令和 3年 1月 15日（金）・16日（土） 

○ 開 催 地  東京都秋葉原(富士ソフトアキバプラザ) 

  ④ 国保直診口腔保健研修会(令和 2年度) 

   ○ 開催期日  令和 2年 9月 24日（木） 

   ○ 開 催 地  北海道札幌市(札幌グランドホテル) 

  ⑤ 海外保健・医療・介護・福祉視察研修  

(令和 2年度は諸般の事情により実施を見送る。) 

⑥ 医師臨床研修指導医講習会(全国自治体病院協議会と共同実施) 

〇 開催期日 令和 2年 8月～令和 3年 2月（6回開催予定） 

⑦ リハビリ専門職の人材育成にかかる研修会 

国診協 地域ケア委員会・リハビリテーション部会の企画運営により、平成 28年度より実 

    施している。［令和元年度は秋田県横手市／市立大森病院で開催した。] 

      〇 開催日、開催地：令和 2年 10月 23日(金)・24日(土) 岐阜県郡上市 

   〇 対象者：理学療法士、作業療法士、言語聴覚士及び医師ほか 

   〇 参加募集人員：40名程度 

  ⑧ 多職種研修コーディネーター研修会 

         厚労省助成事業等の実施に引き継いで、国診協独自事業として平成 30年度より実施して 

いる。［令和元年度は岡山市、盛岡市で開催。東京開催は台風のため中止とした。］ 

     令和 2年度は、東京と大阪で 2回予定している。 

〇 開催日、開催地 

大阪：令和 2年 8月 29日（土） 東京：令和 2年 10月 10日（土） 

〇 参加募集人員：50～80名程度 

(2) 調査研究事業等 

① 地域包括ケアシステムの確立とその普及推進及び国保直診の役割に関する調査研究事業の

実施 

② 老人保健健康増進等事業、社会福祉振興助成事業及び赤い羽根福祉基金助成事業等の実施 

(3) 地域包括医療・ケア認定事業 (年 2回、新規認定、更新認定を実施)  



      地域包括医療・ケア活動を実践している施設及び地域包括医療・ケア活動に従事する医師、

歯科医師並びにその他の専門職員(保健・医療・介護及び福祉業務に従事する専門職種職員)の

認定制度の充実を図り、地域包括医療・ケアの推進を行う。また、前述した地域包括医療・ケ

ア認定医も総合診療専門医を目指す専攻医の特任指導医の候補として位置づけられた。引き続

き、地域包括医療・ケア認定医の資格取得の推進を図っていく。 

(4) 関係団体と共同して医師等求人求職斡旋事業の実施、会員施設を対象に医療事故のリスクを

保証する賠償責任保険事務の実施及び各種広報媒体の活用等による医師等確保対策事業を実

施 

(5) 都道府県で開催される国保地域医療学会への支援 

(6) 都道府県協議会及びブロック協議会の活動に対する支援 

(7) 会長表彰(地域包括ケアシステム推進功績者表彰及び第59回全国国保地域医療学会優秀研究

表彰） 

(8) 広報 

① 季刊「地域医療」誌の発行並びに内容の充実及び読者層の拡大 

② 増刊「地域医療（第 59回全国国保地域医療学会特集）」の発行 

③ 国診協ホームページの刷新(平成 28年度)に伴う充実と活用 

④ 保健・医療・介護及び福祉に関する国の動向等情報の早期提供 


